"Fehlanreiz" durch Recht im Niedriglohnbereich und seine Auswirkungen auf die auf existenzsicherndem Ertrag angewiesene Rentenversicherungssysteme by 上田 真理
低賃金労働における「不適切なインセンティブ」と
年金権に関する一考察
その他（別言語等）
のタイトル
"Fehlanreiz" durch Recht im Niedriglohnbereich
und seine Auswirkungen auf die auf
existenzsicherndem Ertrag angewiesene
Rentenversicherungssysteme
著者 上田 真理
著者別名 Mari UEDA
雑誌名 東洋法学
巻 62
号 3
ページ 137-182
発行年 2019-03
URL http://id.nii.ac.jp/1060/00010346/
Creative Commons : 表示 - 非営利 - 改変禁止
http://creativecommons.org/licenses/by-nc-nd/3.0/deed.ja
《 論　　説 》
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おわりに
はじめに
　本稿は、低賃金労働（年収200万以下の雇用関係及び自営）を助長・奨励す
る「不適切なインセンティブ」を与える立法を手がかりに、ドイツ法を参照
し、雇用と社会保険による生活保障機能（生計維持機能）を正当に発揮する規
律を解明することを課題にしている（ 1 ）。すべての労働者に、高年齢までの自由
な職業選択を現実的に可能にするには、経済的条件を平等に整備することが、
持続的な雇用社会を維持するために必要であると考えられる（ 2 ）。
　以下では、問題の背景を確認し、雇用政策の路線である「不適切なインセン
ティブ」による低賃金雇用の特徴をとりあげる。そして、日本での低賃金雇用
政策の方向と年金期待権（ 3 ）・受給権の関連を明らかにし、またドイツの低賃金
労働を例示する。さらに近時、ドイツで大きな問題になっている「一人事業主
（Solo-Selbständige）」への公的年金法の適用の議論動向を紹介する。本稿では、
問題の概観にとどまるが、職業生活の後にやってくる高齢期の年金期待権を、
労働による「収益（Ertrag）」として捉える視角（ 4 ）を明確にすることに意義があ
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ると考えている。
（注）
（ 1 ）　上田真理「雇用・社会保障における国家・企業・個人の役割」矢野昌浩、脇田滋、木
下秀雄編『雇用社会の危機と労働・社会保障の展望』（日本評論社、2017年 3 月）41頁
以下。「低賃金」労働は、国際的には、所得の中央値の 3 分の 2 以下と理解されている
（上田真理「非正規雇用と社会保障」『東洋法学』60巻 1 号（2017年）31頁）。
（ 2 ）　定年後に再雇用された有期雇用労働者の賃金格差の不合理について、長澤運輸事件で
は最高裁判所平成30年 6 月 1 日判決（労判1179号34頁）は労働契約法20条の適用を認め
ている。定年・継続雇用は年金法・雇用保険法と密接に関連するので（本件の東京高裁
平成28年11月 2 日判決労判1144号16頁）、検討が必要である（岩村正彦「職業生活から
の引退」『職業生活と法（岩波講座現代の法12）』（岩波書店、1998年）334頁以下、矢野
昌浩「定年・再雇用」矢野昌浩、脇田滋、木下秀雄編、前掲書、152頁以下、脇田滋「65
歳以降の働き方」同書、155頁以下参照。）。
（ 3 ）　本稿では、被保険者が保険関係又は保険料の支払いを通じて取得する地位を、年金期
待権という。
（ 4 ）　Waltermann, Zuschussrente und Reformlinie im Niedriglohnsektor, JZ 2012, 553ff.. 本稿の執
筆において本論文をはじめ、ヴァルターマン教授の業績から多くを学ばせていただいた。
Ⅰ　問題の所在
1　背景
　本稿では、長期的な視点から、労働は、現役労働者の経済的な「収益」に加
えて、将来の高齢期の経済的な「収益」をもたらすことを視野に入れることに
したい。こうした視角からすると、労働によって、ある程度の生計を営むこと
が可能な賃金も、そのような水準の年金期待権も生じない低賃金雇用路線の法
的評価が課題になる。ドイツでは、このような労働法及び社会保障法を助長す
る労働政策の展開を「不適切なインセンティブ」による、と評価する立場があ
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る（ 1 ）。そうした議論のなかで、最低生活を維持できない低賃金労働は、「『収
益』の低い又は弱い労働」と表現される。労働がもたらす「収益」とは、狭義
においては、労働者が契約に基づき相手方から直接に得られる対価を意味す
る。この狭義の意味で理解した場合においても、収益としての対価は被用者保
険各法において保険料額を規定するため、重要な役割を果たす。
　もっとも、労働者は、その後の高齢期にも、そうした対価を基礎に算定され
た年金によって生活を営む。そうすると「収益」を、労働により相手方から直
接に得られる対価という意味で理解するだけではなく、それに応じた保険料の
支払いを介して、法律に基づき成立し、直接の対価を基礎にした被用者年金期
待権を含めて、広義に捉えることは理由のあることではないだろうか。直接の
対価だけではなく、労働からのいわば「間接的な対価（受益）」として年金期
待権を考えるならば、「労働からの収益」は労務提供による報酬と、年金期待
権から成ると解される。
　労働が就労期だけではなく、その将来の高齢期の生計を維持するための持続
的な効果をもたらすことは、高齢社会において重要な事柄である。このような
労働力に依拠した生活を営む者が高齢期にも「労働からの収益」を引き出す地
位に、事業主が自由に操作できる位置をあたえることは不適切であり、社会保
障法における脱法的「非労働者化」を許すものである。年金は労働からうみだ
される総収益（Erträge）であり（ 2 ）、年金法の枠内だけでは生活水準を引き上げ
るという課題を解決することは困難である。
　社会保障法では労働法と同様に、労働力に依拠した生活を、自己責任をもっ
て営む諸条件を整備するのが本来の考え方であろう。しかし、雇用政策の「不
適切なインセンティブ」による展開は、日本でも、「労働からの収益」として
の被用者年金期待権の適切な擁護を阻害する要因の制度化ではないのか、と考
えられる。
　「現在の高齢者」の貧困への対応と並んで問題になる、「現在の労働者」の職
業生活の後にやってくる「将来の」高齢期の貧困の防止策を検討したい。
　本稿は、労働による生活保障を可能にするには、長期的な視点から職業生活
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を設計できる諸条件が不可欠であるとの立場から、だれが、諸条件を整える責
任を負うのか、を検討する準備作業と位置づけている。
　日本では1990年代から雇用関係が大きく変化し、現在も労働改革が進行して
いる。全世代の労働市場参加が目指されているが、看過できないのは全世代に
ワーキング・プア（ 3 ）による貧困が広まっていることである。日本の失業率は低
いが、貧困の原因はワーキング・プアにあるという特徴がある（ 4 ）。成人が全員
有業である世帯（単身世帯、単親世帯、共働き世帯）の貧困率が高い。働くこ
とにより最低生活を超えられない労働者は年金生活でも低年金になる可能性が
高い。その点では、厚生年金法による「被用者にふさわしい」年金権の確立を
より多くの労働者に目指すことは重要である。労働者を、厚生年金加入資格が
ない国年法の 1 号被保険者又は 3 号被保険者と、 2 号被保険者に区別し、 1 号
被保険者の労働者に過大な保険料を課している。それが一要因となり、低所得
労働者が経済的に困窮することにもなっている（ 5 ）。
　他方、ドイツの労働市場改革の目的は、失業率を下げることであった。2003
年から2005年にかけて改革のための法改正が施行され、「悪い労働でも失業よ
りましだという考え方」により低賃金雇用が拡大し（アジェンダ2010（ 6 ））、さ
らには個人事業主が増加している。それに伴い、現役労働者の貧困、病気又は
障害による年金受給者の貧困、さらに高齢者貧困の克服が社会問題になってい
る。
　もとより、政治的要因が大きいが、「生活を確保できる収益をもたらす、持
続可能な労働関係の前提条件を創るべきであるのは、誰なのか」が問われるべ
きである。本稿の仮説は、持続可能な労働関係の諸条件をつくる義務を負うの
は、社会的法治国家である、というものである。立法者は、労働そして、事前
対応（Vorsorge）に基づく保険を通じて生活を保障する適切な法的枠組みをつ
くる責任を負っている。それは、立法者に憲法上要請される（日本国憲法13
条、25条、27条 2 項、ドイツ基本法20条 1 項及び 3 項、28条 1 項 1 文）、とい
うものである。
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2 　労働による収益
（ 1）非雇用型
　非雇用型の働き方も注目されている。高年齢者について、シルバー人材セン
ターでの「活動」が労災法の対象になるのか否か、すでに問題になってきた。
労災事故に対して予防も保障も機能しない「グレーな労働市場」への規制が喫
緊の要請である。社会法の適用対象である「労働者」概念は別として、健康又
は生命の危険に対する責任は雇用労働者に限定されない（ 7 ）。新たに推進される
「雇用関係によらない働き方」（ 8 ）をも視野にいれると、従来の社会法の適用によ
り「保護を必要とする」広義の労働者は減少しているのか、それとも、請負や
事業主の「偽装」又は実質的には「保護を必要とする働き方」が拡大している
とみるべきか、重要な論点である。独立的自営業者の社会的保障の検討は遅れ
ている。
　非雇用型も含めた「労働」が、現役労働者の生活はもとより、退職後の高齢
期の年金生活においても、それなりの生活を営むことができる収益をうむよう
に、労働法及び社会保障法は整備されなければならない。労働の質が悪くな
り、高齢社会において「受け入れることができない（unacceptable）労働」（ 9 ）を
適切に社会法が規律するべきであるが、むしろ社会保障法が「家計補助型労
働」を促進してきた。「生活保障（existenzsichern）を可能にする収益（報酬及
び年金期待権）をうむ働き方」の確立こそが、高齢社会において緊急に要請さ
れているのではないだろうか。
（ 2）基本的視点
　雇用政策による「不適切なインセンティブ」により、「労働コストが節約で
きる働かせ方」が広まり、フルタイム労働でも生活できない賃金しか得られな
い、そしてその後の高齢期には適切な年金が見込まれないのならば、確かに、
年金制度の外にある生活保護法が適用される。現に困窮している者には手続的
に申請援助義務（10）（生活保護法24条 1 項、施行規則 1 条 2 項）が果たされなけ
ればならない。しかし、生活保護に優先する社会保障制度自体の機能を低下さ
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せると、その分、生活保護に負担が課せられる枠組みになる（11）。このような社
会保障制度は、「将来に耐えられる」持続可能な社会を展望したものとはいえ
ない。これを長期的にみると、労働（労働関係及び自営業）による「現在の貧
困」の問題を、「現在」において解決することなく、結局、「将来の世代」に先
送りすることになると考えられ、それは許されるものではない（12）。このように
「労働の質」を、長期的に高齢期も視野に入れる、つまり職業生活の後にやっ
てくる年金生活をある程度可能にする収益を考慮する視点から検討すること
は、日本にきわめて重要である。
（注）
（ 1 ）　NHK スペシャル取材班『高校生ワーキングプア』（2018年、新潮社）参照。
（ 2 ）　日本の「モデル年金」について、平成16年改正法（平成16年法律第104号）附則 2 条
1 項）参照。
（ 3 ）　藤原千沙「日本における『子どもの貧困』問題」『大原社会問題研究』711号（2018年）
41頁。
（ 4 ）　大沢真理「税・社会保障制度におけるジェンダー・バイアス」『学術の動向』2018年
23頁以下、藤原千沙、前掲論文、47頁。
（ 5 ）　労働市場法改革の政治的背景になる考え方であり、2003年 3 月に当時のシュレーダー
首相が公表したものである。競争力を改善すれば、一般的な福祉を達成することができ
る と 仮 定 さ れ た。Waltermann, Nachwirkungen der “Hartz-Reformen” auf das Arbeits- und 
Sozialrecht, 2018, Manuskript, S. 1. ヴァルターマン、緒方桂子仮訳「労働法及び社会保障
法における『ハルツ改革』の影響」2018年 9 月15日関西労働法研究会 1 頁。
（ 6 ）　Waltermann, Abschied vom Normalarbeitsverhältnis? Welche arbeits- und sozialrechtlichen 
Regelungen empfehlen sich im Hinblick auf die Zunahme neuer Beschäftigungsformen und die 
wachsende Diskontinuität von Erwerbsbiographien? - Gutachten B zum 68. Deutschen Juristentag 
［DJT］, 2010;ders, Armutsfeste Altersvorsorge durch Versicherung?,SGb 2013, 433, 437; 
Ruland, Die Rentenpolitik vor schwierigen Entscheidungen-Der Koalitonsvertrag und die 
rentenpolitischen Notwendigkeiten, DRV 2018, 1; Laura Schmitt, Soziale Sicherung 
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Selbstständiger, SGb 2018, 541ff.; Nebe, Spaltung des Arbeitsmarkes durch Krisegesetzgebung, 
Soziales Recht ［SR］ 2013, 1, 7.
（ 7 ）　建設業では「一人親方」に対する健康被害の救済をめぐっては、労災法での特別加入
制度では不十分であることに加えて、近年、国家賠償請求を認容する判決が高裁では続
いている、東京高裁判決平成30年 3 月14日（判例集未登載）、大阪高裁判決平成30年 8
月31日（判例集未登載）、大阪高裁判決平成30年 9 月20日（判例集未登載））。これらは、
労働者概念が争点になっているわけではないが、安全に対する責任は雇用労働者に限定
されないことが確認されている。
（ 8 ）　脇田滋「『雇用関係によらない働き方』をどうすべきか」『全労連』254号（2018年）
11頁以下。
（ 9 ）　ILO, Governing Body, 323rd Session, Geneva 12⊖27 March 2015, GB, 323/POL1, p.1.
（10）　さしあたり福岡地裁小倉支判決平成23年 3 月29日（賃社1547号42頁）、大阪地裁判決
平成25年10月31日（賃社1603・1604号81頁）。小久保哲郎「生活保護法改正と申請権保
障」社会保障法33号（2018年）13頁以下。
（11）　駒村康平「総論　高齢者向け所得保障制度の課題―公的年金と生活保護を中心とし 
て―」『年金と経済』37巻 3 号（2018年）12頁以下。
（12）　Waltermann, a.a. O., S. B104; Ruland, a.a. O., S. 18.
Ⅱ「不適切なインセンティブ」の特徴
1　「不適切なインセンティブ」による低所得労働
（ 1）「不適切なインセンティブ」とは
①基本的視点
　競争力を改善するために、ドイツでは失業者を低賃金雇用に吸収する労働市
場改革が実施されたが、長期的にみると経済的にも悪影響を及ぼし、また法的
コンセプトにも整合しないとの疑義が2010年の第68回ドイツ法曹大会で示され
た。その鑑定報告を行ったヴァルターマン（Waltermann）教授によれば（ 1 ）、労
働関係と社会保障の展開を提案するにあたり、歴史的に成長してきた長い展開
東洋法学　第62巻第 3 号（2019年 3 月）
143
にわたる私法及び社会保障の現状を確認することからはじまるとする。そし
て、それは憲法の価値決定及び原則としての価値基準を前に、双方ともに能力
（Leistungskraft）へむけた秩序が設定され、職業としての労働（Berufsarbeit）
により生活を保障するに足りる賃金を得ることが、現行の法秩序の前提になっ
ている。私法により予定された自己責任に基づく生活保障と、社会保障法にお
ける社会保険モデルを通じた事前対応（Vorsorge）が結びついている。公的年
金の保障水準の具体化は、標準的労働関係（ 2 ）を基礎にした職業履歴と結び付
き、そうした標準的労働関係は、就業期間だけではなく、年金受給年齢にとっ
ての年金も同時にもたらすものである。それゆえ、租税による一方向での生活
を保障する国家ではない、と。
　そのような法的コンセプトの下では労働法も社会保障法も別々に考察するこ
とはできないのであり、社会保障法を考慮しない私法（＝労働法）も、私法を
考慮しない社会保障法もありえない、という。
②収益としての年金期待権
　労働（労働関係及び自営業）は、「老齢年金を含めた、長期的に生活を保障
できる収益をうみだす」（ 3 ）。生活を保障できる収益を労働がつくりだすこと
は、労働力に依拠して生活する者が労務を提供して「賃金」（報酬）請求権と
いう成果をうみだす。そしてまた、失業、傷病、障害、そして高齢などの一時
的又は継続的に就労が困難になる場合にも、そうした収益をもつ労働は、すで
に被用者保険の被保険者になることを通じて、また別の「収益」をうみだす。
労働からの収益は、生計が労働生活の終了後もまた保障され続けるものでなけ
ればならない（ 4 ）。
（ 2）収益の弱い労働
　「どのような労働でも失業よりまし」であり、そして退職後には「何らかの
年金でも受給できればましだ」と、いえるのだろうか。自らの労働力に依拠し
て生活を営む勤労者には、その労働による適切な「収益」が得られるように制
度設計がなされるべきではないだろうか。この点でドイツの労働市場改革の評
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価のなかで、「収益の観点から継続的に、社会保険により捉えられる生活リス
ク、とくに老齢年金を含む自らの生計を保障することに適していない又はほぼ
適していない」働き方として、非正規労働と並んで小規模自営業があげられ
る（ 5 ）。雇用関係だけではなく、小規模自営業を含めたすべての労働を対象に、
就労期だけではなく、その後の高齢期にもある程度の生活を確保できるよう
に、労働が規整される必要がある。この観点からすれば、日本においても、小
規模自営業を含めた低所得者を対象に、収益の低い年金しかもたらさない労働
を捉える必要がある。日本ではとくに、次世代を育てながら自らの高齢期の準
備をし、場合により親の介護といった課題まで担わざるを得ない世代にとっ
て、課題が山積されている（ 6 ）。
（ 3）保険料負担の大きな相違
①家計補助責任を負う「被扶養者」モデル―「主婦パート」低賃金雇用の助長
（ⅰ）保険料免除の特権
　日本では、労働者であるにもかかわらず被用者保険による権利が成立しない
働き方を、女性や若者、高年齢者に奨励してきた。「日本的福祉社会」にかな
う社会保障制度では、男性労働者の安定した雇用により生活を維持される（「被
扶養配偶者」）家族モデルが前提になっている。被扶養配偶者は「家計補助
者」としての上限がある短時間労働に従事してきた。それを正当化してきたの
は「日本的福祉社会」論であり、家庭を重視した「福祉見直し」を1970年代後
半に日本自民党が唱え、展開してきた政策である。
　日本の社会保障法では、育児又は親族介護をする家族の機能を重視するが、
それは世帯主から扶養される「家族の一員」として家計補助型（一定の年収範
囲での）短時間労働を行うことを条件とし、労働者は保険料を免除された上
で、基礎年金をうける地位が付与され（国年法 7 条 1 項 3 号）、また家族とし
て療養給付の受給資格も取得できる（健保 3 条 7 項 1 号）。
　これらの立法による「家計補助的労働者」は、通常、世帯主により生計を維
持するので、独自の生活保障を必要としないとされるのは、日独に共通してい
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る（ドイツのミニジョブについて、次節で後述）。その点で、これらの立法
は、労働コストにかかわる負担を免除し、被用者保険が適用されない低賃金就
労の拡大を助長する刺激を付与する。
　日本では、家計補助型主婦パートとして成立した「被扶養者範囲限度内の低
賃金雇用」は、正規労働者家族モデルの配偶者である「主婦」以外に、若い労
働者、単身女性労働者も従事し、低賃金労働者が成年子として高年齢の家族に
依存する結果になりやすい。保険料免除の「優遇なき非正規雇用」は、成年子
の親世代の高年齢者にも急増し（ 7 ）、そして1990年代後半以降のフルタイムミド
ルにも低賃金化の悪影響を与えている。
（ⅱ）日本的特質
　日本の高齢期の所得保障は、基礎年金の受給権に過大な期待をしてきたので
はないだろうか。被用者として厚生年金期待権が成立しないとしても、基礎年
金制度により、「悪い年金でも無年金にはならない」政策がとられている。し
かし、稼働年齢層の保険料滞納率が 4 割におよび（ 8 ）、さらに60歳以上の高年齢
層の年金受給額、とくに基礎年金額の低下が顕著になり、そしてこの傾向は継
続すると見込まれている（ 9 ）。日本の年金水準は、マクロ経済スライド実施後も
「モデル年金」の名目所得代替率の下限（10）を50．1％に定める（平成16年改正法
附則 2 条 1 項（平成16年法律第104号））。確かに、高齢者の貧困の減少のため
には、厚生年金の適用対象の拡大はさらに必要である。しかし、「低賃金雇
用」を極めて低い最低賃金ベースで拡大していることを年金法と関連づけて捉
えなければ、問題を解決することにならない。
　さらに、従業員を雇用していない個人型自営業者が、限られた数の委託をう
ける場合に、委託する事業主にとって、契約の相手方は、最低賃金法や労働基
準法はもとより、労災保険法、雇用保険法、被用者年金各法、被用者医療保険
各法の適用をうけないため、人件費が節約できる。そうすると、個人型自営業
者として「労働者」以外の自営業が、市場で労働者と競合関係にたつならば、
事業主に保険料負担のない、安い労働力が提供され、それは「不適切な刺激」
になろう（脱法的「非労働者化」）。したがって、社会保障法では、「偽装」に
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ついての厳格な対処に加えて、従業員を雇用していない個人事業主への被用者
保険各法の適用拡大が重要な論点になるわけである。
②連立政権による年金の政策課題と「雇用関係によらない働き方」
　労働者にもかつてほど就労の場所的拘束がないものがいるため、労働者だけ
が「保護を必要とする」わけではない。ドイツ連邦社会裁判所も、自営業者の
なかでも、被用者保険加入義務のある従業員を雇用しないで事業を行う者は、
公的年金以外に自ら準備をすることができないため、公的年金の強制加入対象
になる「社会的保護」が必要であるとしている（11）。
　ドイツでは、日本のように「基礎年金」の定めがないため、従業員を雇用し
ない個人事業主への被用者保険法の適用拡大は、高齢者貧困を回避する目的か
ら政策的にも重要な位置が与えられ、連立政権による協定書（2018年 2 月 7
日）（12）では次のような課題の 1 つに含まれている。それによると、「社会保障を
公正かつ信頼される制度につくる」として、年金はすべての世代に公正かつ信
頼できるものでなければならない。育児等の社会的行為の承認と高齢者貧困の
予防が課題に含まれる、とする。具体的には、定年後の再雇用と弾力的な年金
権をあげ、任意により長く働くことを可能にし、そして刺激をつくりたいと
し、そこでフレックス年金（Flexi-Rente）の提供を持続可能に設けたい、とい
う（Nr.4287f.）。さらに、自営業者の社会的保護の改善を目指して、起業にフ
レンドリーな老齢年金加入義務をすべての自営業者に規律する（Nr.4290ff.）、
と掲げている。なお、高齢社会における低賃金雇用の問題として、介護職も重
要な課題とする（Nr.4426⊖4513）。最後に、評価が分かれているのが、「年金」
のなかで、租税による最低生活保障を補完する基礎年金（aufstockende 
Grundrente）を導入する（Nr.4254ff.）、という内容である。これは、数十年間
働き、そして子を育て、親族を介護してきた人の社会的行為を正当に評価し、
最低生活保障を定める12編（生活保護）41条以下による水準（2018年：月額
416ユーロに住宅費として359ユーロを受給すると月額775ユーロ）より 1 割上
回る額の定期的な高齢者収入を保障する予定であるという。提案されている
「基礎年金」は、35年間の保険料期間又は育児ないし介護期間（13）の存在を示
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し、かつ基礎保障給付の一要件である困窮状態にある基礎保障給付受給者に提
供を予定するものである。法制度としては、「基礎『年金』」という用語をもち
いているが、公的年金法から生じる、財産権（基本法14条 1 項）による保護が
およぶ年金期待権ではなく、「需要による（bedarfsabhängig）基礎年金」であ
り、年金受給者に対する特別な社会的扶助（soziale Hilfe）である公的扶助の
一つである（14）。その点では、租税による基礎年金は「次世代へ先送りする負
担」になる（15）。
　次節では、「不適切なインセンティブ」の具体例を明らかにするのに必要な
法制度を概観しておきたい。
2 　被用者年金保険法（ 6編）の適用対象者
（ 1）適用が除外される労働―ミニジョブ（ 4編 8条）
　ドイツ被用者保険法は、かなり多くの被用者を適用対象に定めるが、ミニ
ジョブとよばれる、僅少の労働時間及び超短期間の就業並びに同様の僅少の自
営業（Geringfügige Beschäftigung und geringfügige selbständige Tätigkeit）の適用
を除外している。具体的には、「僅少の就業」は、当該就業から得られる 1 ヶ
月の賃金が450ユーロを超えない（16）又は 1 暦年のうち長くとも 2 ヶ月又は50労
働日以内に当該就業の特性に基づき設定されている場合である、ただし、当該
就業が職業として遂行されかつその月額報酬が450ユーロを超える場合は別で
あると定める（ 4 編 8 条 1 項 1 号及び 2 号）（Ⅱで後述）。
　日本で被用者保険法の適用を検討する際に次の 2 点に留意が必要である。 1
つに、短期間就業もすべての 2 ヶ月以内の就業を適用除外するのではなく、
「職業として遂行」し、一定の収入を得ているのかを判断する（ 8 条 1 項 2 号
但書）。日本では、それなりの収入を得ている国年 1 号被保険者が、「職業とし
ての遂行」を短期間でも、ある程度継続的に従事していないのかという視点が
重要になる。
　 2 つに、労働基準法の労働者よりも広い範囲に適用の余地がある。例えば、
連邦社会裁判所2018年 3 月14日判決（17）は、従来からの裁判所の判断を継承し、
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短期の不安定労働であるが、職業としての役者にも被用者年金の適用を認めて
いる。日本では、労災も被用者年金保険も適用対象を判断する際に、労働基準
法上の労働者を基準にしているが、当該判決は、時間的又は場所的拘束より
も、むしろ当該職業への従事が経済的に生計を維持する意義を重視している。
この判断は、近年の個人事業も含めて労働を捉えることを可能にするものであ
ろう。
（ 2）被用者年金保険法（社会法典 6編）の小規模自営業者への拡大
　ドイツの社会保険は「労働者保険」として成立し、「使用（Beschäftigung）」
（ 4 編 7 条 1 項）の有無により被用者保険の加入義務を認定する。これを 4 編
7 条は、「使用は非自立的労働であり」、とくに労働関係という形において存す
るとし（ 1 文）、続けて、「使用」の手がかりとなる点は、指揮命令及び指揮命
令権者の労働組織への統合に基づく行為であるとする（同様に 5 編（医療） 5
条 1 項 1 号、 6 編（年金） 1 条 1 項 1 号、 7 編（労災） 2 条 1 項 1 号、 3 編
（雇用保険）24条 1 項、11編（介護）20条 1 項 1 号）。原則としては「従属的な
使用」に該当するのかにより適用対象か否かが判断される（「オール・オア・
ナシング」）。しかし、労働者のみを強制加入対象とするわけではなく、保障範
囲を拡大し、可能な限り保険加入義務を次のように例外として規律している。
1 つに、芸術家及びジャーナリストを対象とした特別立法（KSVG）により社
会保険への強制加入を定め、 2 つに、 4 編12条が家内労働者に対して、指揮命
令による拘束はないが、経済的従属性があるために、法律に基づき使用されて
いるとみなしている。 3 つに、年金法が、特別に保護を要する自営業者のいく
つかの業種のグループを強制加入対象にしている（ 6 編 2 条）。
　そこで、年金保険法（社会法典 6 編）を中心に適用対象を概観し（18）、次章で
検討する低所得小規模事業主の適用の問題状況を明らかにしておきたい。
　年金保険法（社会法典 6 編）は、「使用される者（Beschäftigte）」（ 1 条）と
して、賃金を対価に支払われる者及び職業教育のために使用される者（ 1 号）
などを定め、そして医療保険よりも広く自営業者に適用を拡大し、 2 条に自営
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業者（Selbständig Tätige）の保険加入義務について、 1 文に自営業の教師・保
育者（ 1 号）、独立した介護者（ 2 号）、農業、芸術家（ 5 号）などの職業グ
ループを対象に定めている（19）。
　小規模自営業者への適用可否が争いになるが（Ⅲ）、社会法典 6 編 2 条 1 文
9 号は、a）自らの自営業に関連して通常保険加入義務のある労働者を使用し
ないものであり、さらに b）継続しかつ本質的に一人の委託者に対してのみ
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
業
を行うもの（前段）を被保険者と定めるが（強調筆者）、労働法上の「労働者
に類似する者」（労働協約法12a 条）より厳しい条件を設けている。 6 編 2 条
9 b 号の「一人の委託者に」の要件は、労働者を雇用しない事業主が、まず、
二人以上の委託者との業務を遂行している場合には、充足しない。さらに、
「一人の委託者に」対する業から得る報酬が全体の 6 分の 5 を占めるものでな
ければ充足しない（20）。一見、多くの自営業者をカバーするが、2015年に430万
人の自営業者のうち 2 割程度しか加入していないため（21）、約 8 割の自営業者に
安定した所得が高齢期に見込まれない可能性が大きい（22）。自ら障害又は高齢の
要保障事故に対し公的な年金加入により備える見込みがなく、将来の「高齢者
貧困」の回避が喫緊の社会政策の課題になっている（23）。目下、複数の委託者を
もつ「一人事業主」にも経済的従属性があり、また高齢・障害時の被用者保険
法上の保護が必要であるため、むしろ現行の障壁を取り除き（ 6 編 2 条 1 文
9 b 号の削除）、これらの者にも公的年金法を適用する方向が有力である（24）。
3 　「不適切なインセンティブ」規定
（ 1）法による「不適切なインセンティブ」
　ヴァルターマン教授の「私法と社会保障法の協働」を簡潔にまとめれば（25）、
標準のケースではドイツ法秩序のコンセプトによれば、「生活保障は『十分な
収益』をうむ、適正な労働関係を基礎にしている」と。生活を保障すべきもの
と考えられている、労働の収益から、現行システムにおいては単に生計を維持
しなければならないだけではない。それは、同時に高齢期にも、社会保険料が
納付され、その保険料額は賃金によって決まり、保険諸原則に基づき後になっ
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て収入をなす年金額が算定される。
　もし社会の高齢化の緊張関係をなくしたいのであれば、無条件に必要なの
は、生活を保障することが可能な収益、及び動機づけられた展望のある持続的
な労働関係が、賃金領域においても保障されなければならないということにな
る（26）。その場合にだけ、「保険に基づく、それをもって収益に依拠した老齢年
金」が機能するのである、と（27）。
（ 2）雇用改革による低賃金労働の拡大
　労働市場改革を2003年から実施してきたドイツは、改革当初とは異なる方向
に進める法改正に着手している。全体の評価を本稿の対象とすることはできな
いが、基本的な法のコンセプトと整合しない改革を進めたため、労働市場に不
適切な展開を生じさせた（28）。法のコンセプトと一致していない改革であると評
価されるのは、労働法及び社会保障法の本来のコンセプトは「労働がもたらす
収益」に無条件に依拠しているからである。様々な低い収益の結果は過少の事
前対応（Vorsorge）になり、とくに病気及び高齢期に明らかである、と。この
ような状況は、生涯フルタイム労働についても、その労働の総収益が小さいた
めに、多くの高年齢者は生活保護の水準に近いレベルの老齢年金しか見込めな
い。そこで、労働により収益をうむことを視野に入れる方向での議論（29）が蓄積
されてきた。
　このような雇用の状況をつくってきたのは、ドイツでは大量失業時代を経験
し、「雇用されないよりは雇用されているほうが、どんな雇用であっても、よ
いはずだ」「悪い労働でも失業よりましだ」、という考え方が、個人にも社会全
体にも広まったことである、ともいう。低賃金セクターの法的枠組みをつくっ
た「アジェンダ2010」は低い収益の労働をもたらした。しかし、このような考
え方に決定的に欠如しているのが、「持続可能性という目的に必要な諸条件」
を充たす改革であるのか、という観点である。
　日本は、ドイツのように大量失業の克服をするために労働市場改革に着手し
てきたわけではなく、1990年から、正社員に代替する労働者を増加させてき
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た。その分、日本の低賃金労働領域の拡大は深刻である（Ⅳ）。
（ 3）「不適切なインセンティブ」の三つの例
①短時間労働
（ⅰ）ドイツの僅少労働（ミニジョブ）
　労働コストが節約できる働かせ方を助長する「不適切なインセンティブ」
は、まず、保険料免除特権のある労働である。これには、家計補助型労働の
「扶養限度内就労」がある（30）。ドイツではミニジョブとよばれる僅少労働であ
る（ 4 編 8 条、ドイツでは事業主には 2 ％の税金を含む（所得税法40a 条 2
項）、30％の包括的な保険料義務を負う（ 5 編249b 条 1 文、 6 編168条 1 項 1 b
号））。稼働年齢の生活保護である失業手当Ⅱ（社会法典 2 編）を、賃金に追加
して受給する低賃金労働者（Aufstocker）の多くは、世帯員数が多い場合を除
くと、フルタイム労働者ではない（31）。むしろ、生活保護受給者は「追加的就
業」としてミニジョブに従事している。
　この「追加的就業」モデルは、ドイツでは失業者を減らし、その代わりに低
賃金雇用を創り出す雇用政策としてとられたが、労働者には失業手当Ⅱの受給
が可能であることを事業主が契約締結時に計算にいれると、市場での交渉力の
不均衡をもたらす（32）。
（ⅱ）日本―短時間労働
　日本版ミニジョブに該当するのが1980年代からの「被扶養配偶者限度内の短
時間雇用」である。生計維持責任を負う男性労働者の収入を補助する短時間労
働を、既婚女性に促す。「扶養限度内短時間労働」に従事する者は、基礎年
金・家族療養費の保障をうけ、「優遇」される地位にあるが、病気や育児・介
護などにより一時的に仕事ができない期間に被用者としての所得保障の請求権
が成立しない。
　これと同様の影響を与えるのが、被用者年金各法が適用されない労働であ
る。被用者としての年金の適用から除外されるとしても、日本には国年（及び
国保）による「受け皿」がある、と解されてきた。しかし、超短時間労働に限
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定されない、多数の労働関係についても人件費を経営的観点から計算すれば、
やはり損得勘定が使用者にうまれ、安い労働力への置き換えを助長する（33）。こ
のようにみると、継続した「雇用の見込み」がないフルタイムに近い労働者に
も被用者保険各法を適用除外してきたことは、「不適切なインセンティブ」で
ある。この日本的特質には問題が大きい。 1 つに、提供する労務にふさわしい
被用者年金期待権が労働者に予定されるところ（附則 2 条 1 項）、まるでこれ
に代替するかのように「受け皿」として国年・国保のみの適用対象者という位
置しか労働者にあたえていない。 2 つに、事業主の支配下で労務を提供し、対
価により生計を維持する責任を負う者に対して、あたかも事業主の自由な操作
が可能であるかのように社会保険に「不適切なインセンティブ」を与える。こ
うしたことから、就労期にも、その後の高齢期にも、家計を維持できる「労働
からの収益」を得る地位を被用者にあたえないわけであるから、それは「被用
者保険法における脱法的『非労働者化』」である（Ⅳで後述）。
②「一人事業主」
（ⅰ）小規模事業主
　 2 つめは、事業主に保険料負担が生じる労働と競合する、小規模の低所得事
業主である。低賃金雇用と同様に、被用者保険に対する支払い責任の回避とい
う損得勘定が成立し、「雇用から自営業への置換え・移動」を助長する。とく
に労働市場での良質の雇用に代替されるのが、従業員を雇用していない個人型
自営業者である。ドイツでも従業員を雇用していない、一又は二の委託者に対
する業務に従事する働き手は「一人事業主」又は「個人事業主」とよばれる。
小規模事業主は、自営業であるため、確かに、労働関係と同様の指揮命令によ
る拘束をうけないが、限られた小数の事業主から仕事を受託する。この働き方
は、不安定低賃金雇用労働者を雇用するよりも、一層安い労働力を使用できる
という刺激を与える。そのため、労働関係に代えて自営業者化する刺激を、社
会保障法もまた労災法、厚生年金・健康保険法、雇用保険法の適用を除外する
ことにより創りだすため、脱法的「非労働者化」による、いわば「責任回避戦
略」をうむものである。ドイツの個人自営業者に対する被用者年金の適用拡大
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の論点を、次章で詳しくとりあげる。
（ⅱ）日本
　日本でも、近時、非雇用型は労働のデジタル化により一層増加しているとい
われ、「雇用関係によらない働き方」が注目されている。最低賃金法はもとよ
り、労災法も、厚生年金法・健康保険法に加えて租税法も、労働者ではないこ
とから労働法・被用者保険各法が一切適用されない働き方である（34）。
③低賃金を補う所得保障制度
（ⅰ）ドイツの失業手当Ⅱ
　 3 つめは、保険料負担の免除ではなく賃金そのものの低下を招くものであ
る。使用者が、契約を結ぶ段階であらかじめ、ある種の労働者は社会保障を受
けることが可能であることを計算に入れるため、低賃金しか支払わない場合で
ある。ドイツでは低賃金労働をうむ、労働市場での交渉に悪い影響を与える社
会保障制度として指摘されたのが、稼働年齢に対する失業手当Ⅱ（ 2 編による
求職者基礎保障給付）であった。
　法定最低賃金の導入を促す一要因になったのが、社会法典 2 編が適切に多く
の困窮者に適用され、包括的な最低生活保障を果たしていることである（35）。時
給 6 ユーロ未満などの低賃金雇用であればフルタイムで働いたとしても、とく
に子のいる世帯では失業手当Ⅱを受給せざるをえない。これは、 2 編による失
業手当Ⅱを受ける労働者（Aufstocker）に、低賃金での契約の合意を促す、
と。というのも、社会法上の移転給付は、結果として、労働契約の締結に際し
て計算に入れられ、名目賃金に影響を与える。そうすると、低賃金セクターの
労働市場に不利な、補助金を与えるような効果が生じるからである、という。
市場での交渉に労働者を不均衡な地位につかせる要素を「不適切なインセン
ティブ」が与えるということである。
（ⅱ）日本の在職給付
　日本でも、低賃金雇用労働者に対する生活保護が一般的には匹敵するが、現
実の機能をみれば、生活保護制度には、ドイツのように捕捉率が高くないとい
う大きな問題がある。低賃金雇用労働者が生活保護を受給していないことが日
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本では多いので、ドイツほど「不適切なインセンティブ」は生じない一方、低
賃金雇用プラス生活保護のようなコンビ・ローンの影響は、雇用保険法による
在職継続給付をうける高年齢者に成立している。日本固有の低賃金労働をうむ
給付としては、60歳代前半層に対する継続給付としての「高年齢継続給付金」
（雇用保険法61条）がある。それは、同層を雇用するインセンティブを事業主
に与える補助金と同じ機能を実態としては果たすこと、その副作用として当該
給付を受ける水準に賃金水準を低下させるインセンティブを事業主に与えるこ
とがすでに指摘されている（36）。
　これは、定年前と同一の事業所での継続雇用を可能にする一方、雇用保険法
による継続給付金を計算に入れると、賃金を低く抑えることを許すかのような
刺激を事業主に与える（37）。日独ともに高齢社会において定年・継続雇用が一層
重要な課題になっている。
（ 4）小括
　長期的視点にたてば当該労働がどのような影響を労働者に与えるのかは、高
齢社会においてはとくに慎重な検討がいる。労働市場改革15年を迎えたドイツ
での帰結である。「法秩序は、人間の生活保障を、その人の老齢年金を含めて
考慮するべきであり、構造的な不都合があるならば、国内そして国際的に持続
可能な解決の努力をするべきである。これは、持続可能な、内的安定性のため
の前提条件である」（38）。
（注）
（ 1 ）　Waltermann, Abschied vom Normalarbeitsverhältnis? Welche arbeits- und sozialrechtlichen 
Regelungen empfehlen sich im Hinblick auf die Zunahme neuer Beschäftigungsformen und die 
wachsende Diskontinuität von Erwerbsbiographien? - Gutachten B zum 68. DJT, 2010, S. B 105. 
ヴァルターマン、緒方桂子解題・翻訳「標準的労働関係との訣別？：新たな就業形態が
拡大し、職歴の不連続性が増大するなかで、どのような労働法及び社会保障法の規定を
提案するか？」『労働法律旬報』1817号（2014年） 6 頁以下。同報告については、和田
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肇『労働法の復権 : 雇用の危機に抗して』（日本評論社、2016年）164頁以下も参照。
（ 2 ）　「標準的労働関係」の特徴は、フルタイム又は所定週労働時間の半分以上の時間につ
いて、期間の定めがない、直接雇用であり、さらに社会保障システムに統合されている
ことである（Waltermann, a.a. O., S. B11）。本文にあるように、労働法と社会保障法は、
個人の生活する能力をそこなうような一方向の給付に依るものではない、と（S. B105⊖6 
u. B115）。標準的労働関係についての詳細は、和田肇、前掲書、 8 頁以下。
（ 3 ）　Waltermann, Aktuelle Trendenzen im Niedriglohnsektor und in atypischer Beschäftigung-
Konzeptionelle Fragen mit Blick auf den Koaltionsvertrag, AuR 2018, 346, 349.
（ 4 ）　Waltermann, Sozialrecht, 13. Aufl., 2018, Rn. 113.
（ 5 ）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 1）, S. B13.
（ 6 ）　例えば、伍賀一道「労働市場はどう変わっているか―非正規就業を中心に」福祉国家
構想研究会『最低賃金1500円がつくる仕事と暮らし :「雇用崩壊」を乗り超える』（大月
書店、2018年）、64頁。
（ 7 ）　上田真理「非正規労働と社会保障法」『東洋法学』61巻 1 号（2017年）25頁以下。
（ 8 ）　厚生労働省『平成26年度　国民年金被保険者実態調査』（2015年）。
（ 9 ）　駒村康平「総論　高齢者向け所得保障制度の課題―公的年金と生活保護を中心とし 
て―」『年金と経済』37巻 3 号（2018年） 3 頁以下。
（10）　堀勝洋『年金保険法［第 4 版］』（法律文化社、2017年）270頁以下も参照。日本の厚
生年金のモデル年金の代替率の算定には、今後見込まれている医療保険料・介護保険料
の引き上げが算定されない。今後の医療・介護保険料の平均保険料の見込みの推計によ
れば（駒村康平、前掲論文、 7 頁）、手取り年金水準（手取り所得代替率）の低下が予
測されている。社会保障法でも年金権の基本権保護に関して、医療・介護を受ける権利
とも関連した検討が不可欠である（Wenner, Rentenniveau und Grundgesetz, in: von Wulffen/
Krasney （Hg.）, Festschrift 50 Jahre Bundessozialgericht, 2004, 625, 629）。
（11）　BSG Urt. v.29. 08. 2012 SozR 4⊖2600§2 Nr 16; Mecke, Strukturprobleme der Finanzierung 
sozialer Sicherheit aus richterlicher Sicht - “Atypische Erwerbstätigkeit” - Strukturprobleme in der 
Rechtsprechung, in: Mausch/Spellbrink/Becker/Leibfried （Hg.）,  Grundlagen und 
Herausforderungen des Sozialstaats - Denkschrift 60 Jahre Bundessozialgericht, II, 2015, 763, 
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773.
（12）　Ein neuer Aufbruch für Europa Eine neue Dynamik für Deutschland Ein neuer Zusammenhalt 
für unser Land, Koalitionsvertrag zwischen CDU, CSU und SPD 19. Legislaturperiode, 2018, S. 
92ff..
（13）　被用者年金の期待権は、保険料支払いだけではなく、育児・介護を通じても成立し
（年金法の適用対象者の捉え方について、上田真理「被用者保険（医療、年金）の適用
の拡大」『若者の雇用・社会保障』（日本評論社、2008年）119頁以下）、親族の介護者も
第 2 次介護強化法（BGBl. 2015 I 2424）により被用者年金（ 6 編）の適用対象に定めら
れている（ 3 条 1 項 1 a 号）。
（14）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 3）, S. 349.
（15）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 3）, S. 349; Ruland, Die Rentenpolitik vor schwierigen 
Entscheidungen-Der Koalitonsvertrag und die rentenpolitischen Notwendigkeiten, DRV 2018, 1, 
18がある。
（16）　労働市場改革により基準を月額報酬400ユーロから450ユーロへ変更し、保険料免除特
権をもつ就業を拡大した（ 4 編 8 条2012年12月13日改正法 BGBl. 2012Ⅰ S. 2474⊖2479）。
（17）　SozR 4⊖2600§163 Nr 2.
（18）　小規模自営業者の被用者医療保険を中心に検討したものとして、上田真理「社会保障
法における個人の役割と受給の制約（ 2 ・完）『東洋法学』62巻 1 号（2018年）35頁以
下。
（19）　Bieback, Neue Selbständigkeit und soziale Sicherheit - Notwendigkeit einer Neuorientierung, 
Sozialer Fortschritt 1999, 166, 168.
（20）　Reinhardt, in: Reinhardt/Silber （Hg.）, Sozialgesetzbuch VI: Lehr- und Praxiskommentar, 4. 
Aufl., 2018, SGB VI,§2 Rn. 17; Segebrecht, in: Kreikebohm, SGB VI, 5. Aufl., 2017,§2 Rn.39.
（21）　Preis/Temming, Die Einbeziehung von Selbständige in die gesetzliche Rentenversicherung, 
VSSR 2017, 283, 294.
（22）　DIW, （Solo-） Selbstständige in Deutschland-Struktur und Erwerbsläufe, 2016.
（23）　Waltermann, Digitalisierung der Arbeitswelt und Schutz Kleiner Selbstständiger durch das 
Sozial-versicherungsrecht, SGb 2017, S. 425ff. 「一人事業主」にも、高齢期に十分な保障を
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可能にする法改正が求められてきた（Waltermann, Welche arbeits- und sozialrechtlichen 
Regelungen empfehlen sich im Hinblick auf die Zunahme Kleiner Selbstständigkeit?, RdA 2010, 
170）。
（24）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 1）, S. B103; ders, Digitalisierung der Arbeitswelt und Schutz Kleiner 
Selbstständiger durch das Sozialversicherungsrecht, SGb 2017, 425; Preis/Temming, a.a. O., S. 
305.
（25）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 1）, S. B71ff.; ders, Niedrige Entgelte im Arbeitsverhältnis - 
Warnsignale des Privatrechts und des Sozialrechts,in: Lobinger/Richardi/Wilhelm （Hg.）, 
Festschrift für Eduard Picker, 2010, S. 1177ff..
（26）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 3）, S. 348.
（27）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 1）, S. B 104ff.; ders, a.a. O. （Fuß 3）, S. 348ff.; Ruland, a.a. O., DRV 
2018, 1, 18.
（28）　Waltermann, Zuschussrente und Reformlinie im Niedriglohnsektor, JZ 2012, 553, 555; Nebe, 
Spaltung des Arbeitsmarkes durch Krisegesetzgebung, SR 2013, 1ff.. 労働市場改革から10年の
評価について、名古道功『ドイツ労働法の変容』（日本評論社、2018年）230頁以下参照。
（29）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 28）, S. 555; Schlegel, Wen soll das Sozialrecht schützen? - Zur 
Zukunft des Arbeitnehmer- und Beschäftigtenbegriffs im Sozialrecht,NZS 2000, 421ff.; Ruland, 
a.a. O., DRV 2018, 1ff..
（30）　上田真理「非正規労働と社会保障法」『東洋法学』61巻 1 号（2017年）38頁以下。
（31）　Picker, Niedriglohn und Mindestlohn, RdA 2014, 25, 29f..
（32）　Waltermann, Mindestlohn oder Mindesteinkommen?, NJW 2010, 801, 803; Picker, a.a. O., S. 
29f..
（33）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 23）, S. 429.
（34）　例えば、髙田好章「雇用によらない働き方」『経済』276号（2018年）30頁以下。
（35）　Waltermann, a.a. O. （Fuß 32）, S. 801ff.; Picker, a.a. O., S. 29.
（36）　岩村正彦「職業生活からの引退」『職業生活と法（岩波講座現代の法12）』（岩波書店、
1998年）334頁以下。さらに、在職老齢年金（厚年46条）は、低賃金の直接的補填を目
的としないが、賃金を引き下げる「不適切なインセンティブ」を使用者に与える。
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（37）　長澤運輸事件、控訴審・東京高判平成28年11月 2 日労判1144号16頁。定年後再雇用さ
れた有期雇用労働者について、労契法20条の解釈並びにパート・有期法8条及び9条の適
用を検討する必要がある。
（38）　Waltermann, Nachwirkungen der “Hartz-Reformen” auf das Arbeits- und Sozialrecht, 2018, 
Manuskript, S. 21. ヴァルターマン、緒方桂子仮訳「労働法及び社会保障法における『ハ
ルツ改革』の影響」2018年 9 月15日関西労働法研究会、14頁。
Ⅲ「不適切なインセンティブ」と個人事業主
1　低賃金雇用及び「一人事業主」
（ 1）ドイツにおける「労働者を雇用していない事業主」
　労働者を雇用していない「一人事業主」は、被用者保険料免除特権付与型の
ミニジョブと並んで、労働市場を弾力化し、競争能力を高くするために導入さ
れた。しかし、それは、高齢期に低年金をもたらすのであれば、次世代に負担
になる「不適切なインセンティブ」である。
　被用者保険の適用対象について、ドイツでは僅少労働（ 4 編 8 条）を別とす
れば、2001年頃から「一人事業主」の増加に直面し、社会法はどのような「就
業（Erwerbstätigkeit）」を守るのかが問われてきた（ 1 ）。一般的にも、自営業者
の社会的・経済的な状況が変容し、2015年に自営業者の約 3 割は月収1300ユー
ロ（年収約204万円）未満である（ 2 ）。なかでも、低所得事業主又は労働者を一
人も雇用していない事業主にも社会法の適用をするべきか否かが争点になって
いる。
　自己の責任と計算により市場で取引を行う事業主というよりも、近年では労
働者を雇用していない「一人事業主」は、410万人の自営業者のうちの230万人
が該当し、低所得である（ 3 ）。こうした自営業者の一部は、一又は二の委託者に
対して業務をおこなっている。「一人事業主」は、現在の収入に基づいて単独
で老齢年金のための準備をするには、経済的手段が欠けている。
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（ 2）問題の発端
　ドイツではすべての市民を対象にした年金法は制定されていない。そのた
め、年金法の改正の議論の出発点は、労働者と自営業者の峻別による二分論へ
の疑義にあり、「社会保障法は誰を守るべきか」にある（ 4 ）。すなわち、将来の
生活を不安定にする病気、障害、老齢に対して自己の責任だけで準備をする又
は社会保険に加入することが困難なほど「労働者は貧しい」のに対し、「自営
業者は豊か」なのかを問う。そうした前提はもはや成立しないとしても、対応
には二つの方法がある。まず、公的扶助は、かつてより包括的な最低生活保障
機能を果たしている。ここに、選択肢が生じるとし、社会保険ではなく、むし
ろ最低生活保障が整備されているので、あえて社会保険の対象を拡大する必要
はないという考え方がある。いま一つは、そうした最低生活保障機能であれ
ば、社会保険も現在果たしているので、適用対象の拡大により次のような機能
をはたすことができる。すなわち、社会保険は、被保険者の個人の生活諸事情
の浮き沈みに所得を保障するだけではなく、個人にそうした備えが欠如するこ
とにより、公共の負担が過大にならないように、社会を守る機能をはたす（ 5 ）。
これにより、租税に基づく最低生活保障による負担を回避する公益を果たせる
という考え方である。ドイツでは、後者の考え方をとっている。それは、ドイ
ツの 2 つの重要な経験によっている。 1 つには、大失業を経験し、低賃金も拡
大しているが、現在まで社会保険は、なお最低生活水準程度の保障をかなりの
市民に（多くの労働者又は一部の自営業者）果たしていることである。 2 つに
は、公的扶助と社会保険の機能の関連をみれば、2000年に施行された介護保険
のように、公的扶助の過大な負担を社会保険が肩代わりすることは、公共の利
益にかなう、ということである。
2 　労働者と自営業者の「峻別」の見直し
　従業員のいない個人事業主である「一人事業主」を公的年金保険の適用対象
にするべきであるという点ではほぼ一致している（ 6 ）。それには、主として次の
3 つの背景がある。 1 つに、労働者の変化、 2 つに、自営業者の構造の変化、
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3 つに、職業履歴として、労働関係と自営業の相互の移行があることである。
簡単にみていこう。
　 1 つに、労働生活における就業場所や時間の拘束が現実に変化し、労働者も
企業組織への組み入れ（Einbindung）が緩やかになっている、という。それに
加えて、脱法的な意図による「非労働者化」への対応が要請されることであ
る。労働法も社会保障法も従属労働を対象としていることから、自営業は、そ
うした拘束力のある諸規定の適用を回避できる契約形式として選択される。そ
うであれば、自営業を労働関係と区別することは困難である（ 7 ）。
　 2 つに、自営業者の変化も指摘される（ 8 ）。とりわけ自営業者が急増したた
め、経済的自立・繁栄が基本的に見込まれない。経済的状況をみると、現役世
代では、現に生活保護を受給する割合は、自営業者が3．7％であり、従属労働
者（2．1％）より自営業者のほうが1．8倍大きい（ 9 ）。ただし、公的年金に強制加
入の自営業者は少数であるが、それでも自営業者の 3 分の 2 は公的年金を受給
している。過去の自営業者の平均報酬月額（税込み）（10）は、1435ユーロであ
り、過去の従属労働者のそれが1316ユーロであるのと比べると、若干高いが、
かつての自営業者間でみれば、1000ユーロ未満から4000ユーロ以上までの幅に
広がり、月額年金額も格差が労働者間のそれよりも大きい。かつての自営業者
のほぼ半数は報酬月額が1000ユーロ未満である。
　そして、法的な拘束力についてみると、自営業の構造が変化し、小規模の自
営業、たいていは被用者をもたない「一人事業主」であるが、市場志向ではな
く、単に一又は二の委託者に対して業を行う。その際に、法的にみれば指揮命
令によるわけではなく、したがって労働法及び社会保障法の効果が生じる労働
関係にないものがいる。しかし、こうした「新しい」自営業者の委託者に対す
る行為・態度は、労働者が使用者に対するのと同じなのである。すでに連邦社
会裁判所2012年 8 月29日判決（11）は社会的な「保護必要性」を、被用者をもたな
い自営業者の経済的状況から肯定している。このような従業員を雇用しない
「一人事業主」は、労働市場改革のなかで失業者の減少のために促進してきた
ことも指摘されなければならない。
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　 3 つに、職業履歴の不安定さ・断続性があげられる。同一人物が、労働関係
から自営業に移行することもあり、一人の職業履歴に両方を含むことはめずら
しくなくなっている、という（12）。多くの小規模事業主は、「従属的な使用」の
期間から生じる公的年金の年金期待権を有している。さらに、「従属的な使
用」と並んで「自営業」を（少なくとも部分的にでも）遂行する件数も増えて
いる。これらに関連する老齢と障害のリスクに対する年金の保障が問題になっ
ている。
3 　社会法典 6編における雇用労働者と「一人事業主」の区別
（ 1）経済的な従属性の広まりと「被用者」保険
①立法状況
　1980年代以降、自営業者を含めて低所得化が顕著になった。そのため、一般
的には、上でみたように、被用者保険の適用において労働者と自営業者を峻別
する考え方には批判が強い。しかし、立法状況をみれば、小規模自営業者に対
して 6 編の適用を拡大することは、それほど容易ではない。以下、みていきた
い。
　まず、「一人事業主」にも被用者保険法を適用するには、被用者保険法の適
用対象である「被用者保険加入義務のある使用（sozialversicherungspflichtige 
Beschäftigung）」（社会法典 4 編 7 条 1 項）を拡大解釈することが合理的な解決
方法になるが、ドイツ社会法典では「従属的な使用される者」と、「自営業
者」を二つに峻別する。前者であれば社会的保護をうけるが、後者であればそ
れをうけない、「オール・オア・ナシング」が基本になっている（13）。そのた
め、例外的に、経済的な従属性がある自営業者を守るために被用者保険法を適
用する必要性があることは、すでに認識され、特別規定を定めることにより、
解 決 し て い る。 そ れ が、 社 会 法 典 4 編 12 条 の 家 内 工 業 従 事 者
（Hausgeberbetreibende）（ 1 項）及び家内労働者（Heimarbeiter）（ 2 項）（以下、
「家内労働者等」）の定めである。家内労働者等は、 4 編 7 条 1 項の基準に基づ
けば「自営業者」であるが、 4 編12条 2 項は「使用される者」とみなす旨を定
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め、犠制している。この法律に基づく犠制は、それらの者の委託者への経済的
従属性に依っている（14）。 4 編12条に基づく犠制を介して、家内労働者等は、被
用者保険法各法の全領域の強制加入対象になる（ 6 編（年金） 1 条 1 項、 5 編
（医療保険） 5 条 1 項 1 号、 3 編（雇用保険） 2 条 1 項 1 号、同13条・24条・
25条）。
　そうすると、「一人事業主」すべてが家内労働者等であると考えられるなら
ば、労働のデジタル化によって働き方に大きな変容が見込まれるとしても、 4
編12条の適用をもって統一的に解決できるだろう。もし、この方向に法改正が
なされるなら、「一人事業主」は被用者保険各法の適用対象になり、委託者に
は「使用者」として保険料折半原則に基づく負担義務が課されることにな
る（15）。だが、「自己の作業場」において「委託による」業務であるといった要
件（ 4 編12条 2 項）をすべての「一人事業主」が充たすのかについて、評価は
一致していない。
②法改正の必要性
　家内労働者等ではないとすれば（16）、「一人事業主」の小規模自営業者の社会
的保障方法が問題になる（17）。もとより、公的な保障の整備をしないことも形式
的には選択肢になろうが、一般的には次のような背景の下、何らかの対応が要
請される。すなわち、遅くとも1980年代以降、指揮命令権に基づく人的従属性
と、経済的従属性が重なり、雇用関係が規律されてきたが、ドイツでも、むし
ろ経済的従属性が雇用関係を超えて広まっている、と捉えられている（18）。雇用
関係にある労働者と、一又は二の委託者をもつ小規模事業主が近似し、小規模
事業主は市場志向があるというよりは、契約当事者への従属性は、労働者と同
じであるとまではいえないが、とくに経済的従属性が労働者に匹敵するほどで
ある、と重要な指摘がある（19）。それによると、確かに、事業主は法的には指揮
命令に従うものではないが当該委託者に対する関係が労働者に匹敵する、と。
労働法の保護及び被用者保険法の適用を要する理由は、相対化している又は弱
くなっているのではなく、むしろ労働関係以外にも拡大している、とみなけれ
ばならない。労働世界のデジタル化もまた、このような社会法による保護の必
東洋法学　第62巻第 3 号（2019年 3 月）
163
要性を強く要請している、という。
　以上の背景から労働法及び社会保障法において、労働者も就業場所や時間の
拘束が弱くなっているのであれば、とくに人的従属性を含む基準により労働者
と自営業者を峻別し、最低賃金法、労働基準法などの労働者保護法だけではな
く、けがや傷病時の保障をする労災保険法、医療保険法等の適用の可否を決め
ることに再検討が要請されている。
　連邦社会裁判所の裁判官であるメッケ（Mecke）（20）も、基本的には、連邦社
会裁判所は従来の判決により、労働者に、人的従属性があり、企業に編入さ
れ、就労の時間、期間、業務の方法、使用者の包括的な指揮命令に従うという
ものである。自営業者は、独自に企業リスクを引受け、固有の事業所を有し、
自らの労働力の処分可能性もあり、基本的には自由に形成される仕事内容及び
労働時間が特徴になっている。ある人が使用される者か、それとも自営業者な
のかは、上に掲げた諸般の事情に依って決められ、どのメルクマールが優位し
ているのかによる（21）。連邦社会裁判所は、地位を決定する上で必要であるとみ
なしているのは事実の諸事情であるが、どの範囲で事実の諸事情が合意を形成
しているのかは判断が難しいという。
（ 2）課題
①争点
　自営業者も公的年金に強制加入をするべきである、とほぼ一致し、労働者と
自営業者の峻別への批判も強いが、 2 つの点から現在なお争いになっている。
1 つは、社会的保障の必要性について労働者と自営業者を峻別する考え方は、
正しくも批判されるが、それでも、立法も司法も、両者の保護の要否を峻別す
る立場をとっている。そのため、「一人事業主」の「経済的従属性」を強調す
るだけであれば、すでに 4 編12条 2 項が自営業者のそれを考慮した特別規定を
おくことにより解決しているため、新たな展開には至らない（22）。また、すべて
の被用者保険法を統一的に「一人事業主」に適用することには（ 4 編12条 2
項、 3 編13条）、批判が有力である（23）。というのも、とくに医療保険では、療
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養の給付が需要を充足するのに必要なフルの給付を被保険者に保障するため、
保険料の支払い能力が低ければ、給付と負担のバランスがとれないからである。
　いま 1 つは、新たな基準を設定して委託者の指揮命令への拘束性を「一人事
業主」に肯定するとしても、被用者保険法の適用を具体化する方法が不明であ
ることにある。とくに保険料徴収のありかたが大きな問題になる。学説では、
少なくとも「一人事業主」と委託者が折半する（24）、又は委託者の全額負担の考
え方（25）も示されている。
②「不適切なインセンティブ」と「一人事業主」
　以上の理由・背景から、労働者も小規模自営業者も類似した経済的状況にあ
るため、被用者年金を小規模自営業者に適用することは、「不適切なインセン
ティブ」を与えない方法であるといえる。というのも、労働関係にある労働者
と自営業者は、多くの領域で同じように事業を遂行するので、競合する関係に
ある。しかし、自営業者は、公的年金保険又は雇用保険の保険料等を納付する
必要がなく、それに替えて租税による基礎保障給付をあてにする場合には、労
働力を安く提供することができる。事業主にとって、事業を外部に委託する価
値がある（しがいがある）。このような場合、被用者保険を適用しない、保険料
を控除しない関係は、自営業者への持続的な「補助金」のようになり、非自立
的な労働に不利に働き、労働関係から自営業への代替・置き換えの影響をう
む（26）。
　このように公的年金への加入の必要性の認識は広まっているにもかかわら
ず、多くの「一人事業主」は高い年金保険料を支払うことができない（27）。その
点で、これまでも強制加入の対象にする案はうまくいかなかったわけである。
「一人事業主」に対して被用者保険法の適用をしないのであれば、 1 つの業務
が労働関係でも自営業でも遂行が可能である場合に、労働市場での競争に「不
適切なインセンティブ」を与えるが、適切に規律すれば、個人事業主と従属労
働者の競争能力に影響を与えることになろう、と。社会保険が悪い刺激を与え
ないように加入義務の整備をし、社会保険により労働を具体化することが指摘
されている（28）。小規模自営業者の社会的保障をめぐる動向に注目されている。
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（ 3）小括―「不適切なインセンティブ」回避策
　現実的には、従業員を雇用しない自営業者である「一人事業主」が増加し、
収入が低いことから、高齢期に本人の責任だけでは備えることが困難である。
少なくとも経済的従属性は労働者のそれに匹敵することから、立法の改正が要
請されている。解決が求められているのは、「一人事業主」として業務を遂行
する際の契約の形式が、まさに労働関係であれば生じる法的拘束力から免れよ
うとする脱法的意図を背景として選択され、非労働者化がすすむことにある。
　労働者か、それとも「一人事業主」かにより社会保険料の負担の方法・額
に、大きな違いが生じる。社会保険のみではなく、法定最低賃金などの労働法
の適用対象の認否も大きな相違である。経済的従属性が認められる「一人自業
主」に「オール・オア・ナシング」の考えにより、労働法・被用者保険法を適
用しないことは、「不適切なインセンティブ」になる。労働者も、就業場所や
時間の拘束が弱くなっているのであれば、そうした変化に対応する「使用」
（ 4 編 7 条）の基準の再検討が社会保障法においても求められている。加え
て、被用者に対する社会保険には個別法の定めがあるため、領域ごとの議論を
おう必要がある。社会法典 6 編（年金）の改正の議論を確認しておこう。
　 6 編（年金） 2 条を変更することは、単に従属労働者に匹敵するような状況
にいる個人の利益であるというだけではなく、高齢期の生活保障に十分な収益
のある老齢年金権の確立において公共の利益にもなる。
　他方で、公的年金の被保険者でない場合に生活に困窮すると、租税による最
低生活保障を受けるが、雇用労働者にも非労働者にも、生活保護を要しない年
金期待権の確立が喫緊の課題になっている。
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（18）Waltermann, a.a. O. （Fuß 6）, S. 428; Preis/Temming, a.a. O., S. 305.
（19）Waltermann, a.a. O. （Fuß 6） S. 428.
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料滞納にいたるのを避けるためにも、安定的に保険料を控除する方法が必要であるとす
る。
（26）Neumann, a.a. O., S. 464; Waltermann, a.a. O. （Fuß 6）, S. 429; Mecke, a.a. O. （Fuß 11）, S. 772.
（27）Ruland, a.a. O., S. 10.
（28）Laura Schmitt, a.a. O., S. 545.
Ⅳ　日本的低賃金雇用労働者の「将来の貧困」
1　「次世代への負担のおしつけ」
　本章では、先に例示した低賃金雇用労働から「弱い収益」としての低年金期
待権しか成立しないのであれば、それは、将来の世代に負担をおしつけるもの
ではないのか、を考えてみたい。
　労働関係は、労働者が現に労働に従事できない事態である、例えば病気、障
害に対する予防措置（Vorkehrungen）を講じなければならないし、そしてそれ
は労働の収益・稼得力が、生計を維持できるように査定されるものでなければ
ならない（ 1 ）。このように労働が、ある程度の賃金、及び賃金を基にした保険料
の支払いを通じた年金期待権を、もたらすことを考慮に入れると、立法者は、
労働力に依拠した生活をする者に「人間らしい生活」を可能にするように、そ
れらを制定する責任を負う。そのように考えれば、すべての世代に広まってい
る日本的低賃金雇用は、労働法と社会保障法の法的考え方と整合しない。 1 つ
は、日本版ミニジョブである、1980年代からの「被扶養配偶者限度内の短時間
雇用」である（Ⅰ）。 2 つは、不本意な非正規労働者となる若者や、男性の中
年期に多い（ 2 ）、短時間労働者又はフルタイム低賃金雇用である。 3 つに、高齢
期の無年金・低年金者が年金収入を補足するための就労である。これらに共通
するのは、「配偶者又は親への依存」を前提にした制度になっている日本の特
質である。 2 つめの低賃金雇用労働に従事する成年子の「親への依存」は、親
世代＝高年齢者の就労率が日本では高い理由の一つであろう（ 3 ）。高年齢者はそ
の世帯員の成年子の生活まで支える役割を担うことがある（ 4 ）。「高齢者のワー
キング・プア」とよばれる背景に注目する必要がある。
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2 　低賃金労働と将来の高齢期貧困
（ 1）社会保障制度改革による生活保護受給者の増加
　非正規雇用労働者の増加は、厚生年金などの被用者年金各法の適用率が低い
ことだけに問題があるわけではない。とくに女性の低賃金は厚生年金の受給
権・年金期待権にも「ジェンダー・ギャップ」をもたらすため、被用者年金各
法の被保険者の受給権・年金期待権の水準に大きな格差が生じる。労働は、現
役労働者の賃金だけではなく、年金期待権という重要な収益をもたらすわけで
ある。低年金による困窮を年金制度の枠内では解決ができないため、低賃金労
働及び年金制度が、高齢期に租税による最低生活保障を必要とする状況をつく
るならば、将来の世代に負担を先おくりすることになる。そのような背景を考
慮すると、不安定低賃金雇用を減少させることは、難題であるとしても、持続
可能な社会を目指すならば緊急性が高い（ 5 ）。
（ 2）ドイツの低賃金労働と老齢年金
　ドイツでは、1980年代以降、グローバルな競争を背景に低賃金労働を促進す
る傾向がみられたが、労働市場改革諸法により失業者を吸収する低賃金雇用領
域をさらに拡大し、助長する立法が定められた。その対象は、ミニジョブ従業
者、派遣労働者、低賃金の正規労働者、そして「一人事業主」である。雇用政
策による低賃金雇用領域は労働法だけの問題ではなく、むしろ、年金法にも解
決を要請したことに注目したい。「社会保障にとって、とくに老齢年金にとっ
て、労働がもたらす経済的な収益に依拠している法システムにおいては、収益
の弱い労働関係（及び労働世界のデジタル化の結果増加している、収益の弱い
小規模自営業）は継続的に、収益の弱い弁護士事務所と同様に、個人だけでは
なく社会にとっても問題になる」（ 6 ）。それは、年金開始年齢まで低賃金労働領
域で就労するとすれば、そうした労働からもたらされる収益が将来の年金額を
低くし、高齢期の潜在的な生活保護受給者をうむようになる。具体的な試算に
よると、高齢期の生活保護水準を定める生活保護法（12編41条以下）では、月
額775ユーロ（2018年現在、住宅扶助の平均額359ユーロを含む）であり、それ
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を下回らない老齢年金を受給するには（月額777．17ユーロ）、現役労働者とし
て被保険者期間の45年間にわたり、時給10．10ユーロで週40時間就業すること
が必要になる（ 7 ）。
　そこで、2015年 1 月 1 日以降、ドイツで導入された法定最低賃金制度に目を
やると、これは低賃金層の減少に良い影響を与え、2015年の制定時は時給8．50
ユーロに設定され、2017年 1 月 1 日から時給8．84ユーロに、さらに2019年 1 月
1 日から9．19ユーロ、2020年 1 月 1 日から9．35ユーロとなる（最低賃金法 9 条
による最低賃金委員会の決定）。このように引き上げられるとはいえ、高齢期
の生活にとって、上の試算に鑑みれば最低賃金の重要性が明らかである。
3 　「生活保障機能を果たさない労働」の日本的特質
（ 1）低賃金労働者への被用者年金の適用除外
　日本的生活保障システムのモデルは、正規雇用者＋被扶養者限度内の短時間
非正規労働者として、家族モデルと雇用モデルを組み合わせ、正規労働者の被
扶養者を「優遇」する仕組みになっている。しかし、若者の非正規労働者化
は、このモデルから逸脱する労働者を増加させた。日本では、「悪い労働で
も、ない（失業）よりましだ」という考え方だけではなく、その将来に対して
は「皆年金制度（基礎年金）が確立しているので、低年金でも（ドイツのよう
に）無年金になるよりましだ」という考え方が、広まっているのではないか。
　しかし、長期的な視点からすれば、「労働からの収益」として捉えられる年
金期待権（Ⅰ）の成立が不可欠であるにもかかわらず、上のような皆年金制度
（基礎年金）への過信により労働者に、被用者保険法の適用を除外する立法
は、現に仕事をしている期間のみならず、病気などのため一時的に仕事ができ
ない期間に加え、将来の高齢期にもある程度の収益を労働からひきだし、適切
に擁護することを阻害する内容といえよう（厚生年金法12条）。「不適切なイン
センティブ」による展開は、「労働からの収益を引き出す権利」の擁護を阻害
する要因を制度化するものではないだろうか。
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（ 2）低賃金労働領域における低い収益
①被保険者の特徴
（ⅰ） 1 号被保険者の現状
　現状からすると、楽観はできない。 1 つに、低賃金労働は婚姻を困難にし、
国年法の 1 号被保険者が増加している（ 8 ）。 2 つに、国民年金の保険料滞納者の
増加である。まず、前者についてみよう。20歳台の若い人に 1 号被保険者（国
年 7 条 1 号）が増加していることは、正規雇用者の配偶者を「優遇」する「被
扶養者」としての保険加入者が減少することになる（未婚又は配偶者が非正規
雇用労働者等など）。非正規雇用化により、正規雇用労働者の配偶者も減少
し、「優遇」される地位につく割合が小さくなり（1997年に16．6％、2013年に
11．1％）、国民年金に本人名義で加入し、年収200万円未満の低収入非正規労働
者が保険料全額を負担している。 1 号被保険者の40％が非正規雇用労働者であ
る（ 9 ）。
（ⅱ）厚生年金改正法による「元 1 号被保険者」の特徴
　同様の現状は、厚生年金改正法（2016年10月 1 日施行、以下2016年改正法）
による、「元 1 号被保険者」の地位の変更からも確認できる。2016年改正法12
条は適用除外を定め、適用対象を拡大したといわれる（10）。2016年改正法によ
り、国民年金法の 1 号被保険者から 2 号被保険者に変わった（厚生年金被保険
者となった）労働者の就労形態をみると（11）、パート労働者（週30時間未満
19．4％、週30時間以上8．8％）、臨時2．7％、自営業者16％となっている。
　「元 1 号被保険者」の当時の家族構成をみると、既婚者であり、かつその配
偶者が 2 号被保険者でない人が42％、離別又は死別により本人が世帯主であっ
たのが10％を占めるのに加え、未婚者も21％である（12）。世帯収入を見れば、元
1 号被保険者の約 4 割は年収200万円未満である。世帯主に限定すると、 7 ⊖ 8
割が年収200万円未満であり、国年・国保の保険料を、事業主による負担がな
いため全額負担し、自ら高齢、傷病、障害、失業等の生活状況に準備すること
は容易ではないと推定される。
　そもそも、厚生年金法 9 条及び12条は、年金期待権の適切な擁護を阻害す
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る。 1 つに、厚生年金の2016年改正法までは、「元 1 号被保険者」の労働者の
保険料負担が過大であったことに加えて、調査によると年齢が40歳代から60歳
代と比較的高いため、 2 号被保険者として対応策が必要になる（13）。 2 つに、現
在、2016年改正法による適用除外の範囲をさらに縮小する方向に検討が進めら
れている。そもそも、2016年改正法により厚生年金法 9 条の被保険者を、企業
規模により区別を設けることに（平成24年法律第62号17条11項）合理的な理由
が、あるのだろうか。
②滞納による「潜在的生活保護受給者」の見込み
　国民年金は、本人が保険者に支払い債務を負うため、保険料を払うほどの収
入がない労働者に保険料の滞納が生じやすい。
　就職氷河期世代の「労働による弱い収益」の結果、「潜在的生活保護受給
者」が将来にどの程度に生じるのか。ある調査研究は、日本の「高齢期無年金
をまねく就労」により高齢期貧困がうみだされると警告している（14）。
　年金制度自体も基礎年金の機能を低下させている。1985年改正の審議の際
に、改正後の国年40年拠出の給付水準が改正前の25年拠出とほぼ同水準にな
り、国年の水準は大幅に引き下げられ、さらに加わるのがマクロ経済スライド
による基礎年金の低下である（15）。高齢期の「潜在的生活保護受給者」は将来世
代へ負担を一層増加させる。
③日本的特質―「不適切なインセンティブ」
　法による「不適切なインセンティブ」による低賃金雇用は、ドイツでは数十
年間就業してきたにもかかかわらず、被用者年金が生活保護水準に達しない状
況（低年金の期待権）を主に捉えるものである。日本では、そもそも、1990年
までの正規雇用労働者の代替として低賃金雇用労働者を増加させ、そうした労
働者には年金法上は被用者として労働からひきだす年金権が成立しない。こう
した立法により「潜在的生活保護受給者」が増加するならば、それは、将来世
代に負担をおしつける、「不適切なインセンティブ」路線である。
　法律の改正により、現在の高齢者にとって、基礎年金はすでに最低保障機能
を果たさないため、結局、年金保険の外での保障、そして最後的手段としての
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生活保護法の適用が、「現在の」高齢者貧困への対応策の到達点なのであれ
ば（16）、ドイツ法の長期的な視野に立った議論から学ぶ意義はきわめて大きい。
1 つに、労働市場改革から15年を経て、当時と異なる方向にすすみ、法定最低
賃金を導入し、下限を設定するなど、国家法による労働条件設定に注目され
る。1990年代以降、旧西ドイツの社会国家の社会政策を旧東ドイツにも実施
し、多くの改革による停滞期を経て、1999年半ばから2007年には「ワークフェ
ア政策」や、社会国家の理念として「活性化する社会国家（aktivierender 
Sozialstaat）」が論じられてきた（17）。しかし、2008年頃から再び公的な社会保障
の受給資格の拡大をすすめている、という（18）。 2 つに、老齢年金について、公
的年金、企業年金、私的年金の「三本柱」を設け、後者の 2 つに重点を移す政
策がとられているが、高齢期所得保障の主要な柱として公的年金受給権の機能
を強化させる動きがある。確かに、2001年以降、企業年金・リースター年金が
なければ従前所得保障の機能は果たされないが、低賃金雇用領域の拡大と、高
齢社会での高年齢者継続雇用の規律により、むしろ雇用を通じた公的年金期待
権・受給権の強化の方向へすすむのではないかという評価もある（19）。持続可能
な社会において継続雇用を規律し、職業生活を延長する方向こそが、要請され
ているように思われる。政策理念の変化に影響を受け、1990年代から2000年代
には公的年金給付も削減され（Altersvermögensgesetz, BGBl. 2001 II, S. 1310f.）、
企業年金及び税制での優遇を伴う私的年金（リースター年金等）が導入された
が、一般的な「私事化思考」の衰退をもって、風向きが変わってきた、とい
う（20）。高齢社会においてこそ低賃金雇用領域自体を拡大した方向とは異なる途
をすすむべきである、と認識されているのではないか。
4 　労働がもたらす「収益」の意義
（ 1）低賃金労働者の高齢期貧困
　日本の労働者が最低賃金ベースでの収入しか得られなければ、生活保護水準
にすら達しないのみならず（21）、国年 1 号被保険者には、長く就業した後の高齢
期にも基礎年金受給権だけであれば、生活保障機能を果たさない。厚生年金法
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の2016年改正法による影響は不明であるが、厚生年金法の適用対象になるだけ
では、資産保有者を別とし、将来の高齢期貧困を解決できない。最後に、解決
の方向性についてドイツ法の示唆を得よう。
　本稿の出発点でもある、雇用政策による「不適切なインセンティブ」をもっ
て低賃金雇用領域の拡大を阻止するには、収入の下限の引き上げが不可欠であ
る。労働力に依拠して生計を維持する者に、ある程度の生活を可能にする「収
益のある労働関係」の諸条件、とくに収入について、立法者が制定する責任を
果たすべきであろう（日本国憲法25条、27条 2 項）。そのための具体的内容と
して 2 つの点が指摘できる。 1 つに、最低賃金の大幅な引き上げである。ま
た、最低賃金の履行の確保が不可欠である。
　 2 つに、均等・均衡待遇についての具体化である。例えば、ドイツでの派遣
元事業者は労働者に対し、派遣先労働者と同一の賃金支払い義務を負う（ドイ
ツ労働者派遣法 3 a 条）。日本でも今後、雇用形態間の公正な処遇がどの程度
実現できるのかが重要であることはいうまでもない（22）。比較的小さな収益しか
もたらさない雇用形態、とくに派遣労働又は保険料免除特権を付与された「被
扶養者型短時間労働」（ドイツでは僅少労働）、十分な老齢年金のない、収入の
低い個人型事業主（「一人事業主」）が、労働関係のどのモデルによって将来に
進むべきなのか、という問題に緊急に回答することが日独ともに要請されてい
る（23）。
　日本も、非正規雇用労働者は賃金の計算方法が異なり、また賞与などの一時
金も支払われないことはめずらしくない（24）。したがって、厚生年金に加入して
いる場合でも、賃金を基に年金期待権が成立するため、とくに長期保険の年金
保険では生活保護を上回らない低年金になりやすい。
　重要なのは、被用者保険の保険料は、控除による可処分所得の減少の局面だ
けではなく、生活保障を果たす収益に基づく保険料額の支払いを通じて年金期
待権を成立させることから、就労期における適切な収入に応じた保険料の支払
いを「権利」として捉えることにある。ドイツでは保険料の支払いと並んで児
童養育も、賦課方式による老齢年金を保障する（25）。低い収入は負担する保険料
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額も低くなり、労働がもたらす高齢期の収益も過小になる。労働による収益と
しての収入は、現役労働者がある程度の生活を営むことと、それが将来の高齢
期の年金期待権をもたらすことをともに考慮に入れて、立法者は労働者がある
程度の生活を営むことを可能にする諸条件を創る必要がある（憲法25条・27条
2 項）。
　確かに、公的年金の強制加入及び保険料の控除は、個人にとって自由権を制
限するが、高齢期にある程度の生活を見通すことを可能にする、平等な条件が
不可欠である。労働が、ある程度の生活を保障する年金期待権をもたらさない
のならば、被用者年金保険への「加入の権利」（26）は、成立しないのではないだ
ろうか（27）。
（ 2）「賃金ギャップ」と「年金ギャップ」
①「賃金ギャップ」の影響
　低賃金雇用は、就労期だけではなく、支払われている賃金を基に退職後の高
齢期の年金支給が算定されるため、持続的な負の効果を労働者にもたらす。賃
金水準が、現役労働者の生活水準だけではなく、賃金から控除される保険料額
も規定し、年金支給額を決定する重要な要素であることを確認する必要があ
る。
　就労期の賃金水準とその後の高齢期の年金水準は、ライフサイクルからすれ
ば、それらの重要性は同じである（28）。つまり、生活保護を必要としない生計を
可能にする程度の受給権を有することが重要なのである。
　フルタイム労働者にも低い「収益」しかもたらさない労働は、さらに賃金の
「ジェンダー・ギャップ」も加わると、将来の年金生活を支える被用者年金の
受給額の「ギャップ」も拡大する（29）。労働は、就労期及び高齢期に収益をうむ
力をもつように諸条件が定められなければならない。
②「年金ギャップ」
（ⅰ）現状
　労働者が、厚生年金に加入する資格を取得しているとしても、仮に40年間に
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満たない加入期間であれば、年金はさらに減額される。現在の年金受給者の平
均年金支給月額は、厚生年金が14万4886円（基礎年金だけでは月 5 万4000円で
ある（基礎年金の満額は月 6 万5000円（年額78万100円））である。現在の基礎
年金の受給額分布（30）をみれば男女の「年金ギャップ」も確認できる。1990年代
以降増加している非正規雇用労働者の多くが国民年金に加入しているが、保険
料を 4 割が滞納している（31）。さらに年金改革によるマクロ経済スライドにより
基礎年金水準の一層の低下が見込まれている。また、厚生年金加入者の年金額
をみれば、男女間の平均受給月額のギャップは基礎年金よりも大きく（32）、日本
の男女労働者の賃金ギャップも大きいことが、高齢期の所得水準のギャップへ
反映している。加入期間にも相違はあるが、高齢期の女性の貧困率が高いこと
からも、「労働がもたらす収益」の意義をここでも確認しておきたい。
（ⅱ）女性の高齢期の貧困
　高齢者の貧困率も性差が大きい（33）。それによると、相対的貧困率は、男性は
20．8％から16．2％に減少したが、女性は24．4％から22．3％の約 2 ポイントの減
少に留まっているという。高齢期は、現状でも女性のライフコースの中で最も
貧困リスクが高い。
（ⅲ）下限の設定
　全世代に「何らかの就労」の機会を確保するというだけであれば、それは
ワーキング・プアの拡大になる。むしろ、労働及び年金により、ある程度の生
活を可能にする条件をつくることが必要である。問題は、だれが、その責任を
引受けるべきなのかである。今後の課題にしたいが、ドイツでの法定最低賃金
の導入（2015年 1 月 1 日）が示唆的である（34）。確かに、労働条件である賃金の
決定権は協約当事者が第一次的に有している（基本法 9 条 3 項）。国家が法律
により最小限の保護をすることは、労働条件を改善する協約当事者の権限に抵
触するものではない。賃金の下限を労働協約が設定する機能を果たせない現状
がドイツでも広まり、それを国家法により強化するものである（35）。したがっ
て、フルタイム労働者が賃金に追加して生活保護を必要とし、将来的にも生計
の維持に十分な老齢年金が成立しないため、生活保護から抜け出せないのであ
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れば、目的を果たす程度の賃金の下限設定をする責任を負うのは社会的法治国
家である（ドイツ基本法20条 1 項及び 3 項、28条 1 項 1 文）（36）。同様に、日本
も、「労働による収益」としての年金期待権を規制する責任を負うのは、福祉
国家であると解しておきたい（日本国憲法25条、27条 2 項、13条）。
（注）
（ 1 ）　Waltermann, Sozialrecht, 13. Aufl., 2018, Rn. 113. Auch vgl. ders, Arbeitsrecht, 19. Aufl., 2018, 
Rn. 42a.
（ 2 ）　伍賀一道「労働市場はどう変わっているか―非正規就業を中心に」福祉国家構想研究
会『最低賃金1500円がつくる仕事と暮らし :「雇用崩壊」を乗り超える』（大月書店、
2018年）、61頁。
（ 3 ）　上田真理「非正規労働と社会保障法」『東洋法学』61巻 1 号（2017年）38頁以下。ド
イツについては、OECD-Wirtschaftsberichte: Deutschland, 2016, S. 108参照。
（ 4 ）　高齢期の貧困の原因の一つは、その子の世代にあたる「非正規ミドル」が低所得労働
に従事していることにある（伍賀一道、前掲論文、63頁には、65歳以上の高齢層が非正
規で働く理由に「生活上の理由」を挙げた人が24．3％とし、様々な理由で年金に追加的
収入が必要であることが指摘されている。）。
（ 5 ）　Waltermann, Sozialrecht, a. a. O. （Fuß 1）, Rn. 141, 365 u. 370.
（ 6 ）　Waltermann, Das Alter, die Demografie und das Arbeitsrecht im Europäischen Kontext, RdA 
2015, 343, 351.
（ 7 ）　Waltermann, Arbeitsrecht, a. a. O. （Fuß 1）, Rn. 42; ders, Sozialrecht, a. a. O. （Fuß 1）, Rn. 141.
（ 8 ）　大沢真理「逆機能を解消して機能強化を」『季刊社会保障研究』51巻 2 号（2015年）
153頁。
（ 9 ）　厚生労働省『平成26年度　国民年金被保険者実態調査』。非正規雇用労働者は、そも
そも37．5％を占めるが（2015年、労働力調査）、それを雇用形態別にみれば、パート
48．5％、アルバイト20．5％、派遣社員6．4％、契約社員14．5％である。
（10）　新たに25万人の短時間労働者が加入すると見込まれていた。2018年10月末時点では、
2016年10月以降に新たに約39万人が加入している（第 4 回社会保障審議会年金部会
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（2018年 9 月14日）資料 1 「被保険者の適用拡大について」 5 頁、JILPT「社会保険の適
用拡大に伴う働き方の変化等に関する調査」調査シリーズ182号（2018年））。
（11）　第 4 回社会保障審議会年金部会、前掲資料、17頁及び19⊖20頁。
（12）　第 4 回社会保障審議会年金部会、前掲資料、20頁。
（13）　JILPT『「社会保険の適用拡大への対応状況等に関する調査」及び「社会保険の適用拡
大に伴う働き方の変化等に関する調査」結果』、2018年。
（14）　辻明子「就職氷河期世代の老後に関するシミュレーション」NIRA 研究報告書『就職
氷河期世代のきわどさ―高まる雇用リスクにどう対応すべきか』（2008年 4 月）。NIRA
総合開発機構は、氷河期の就職難で生じた非正規雇用者と無職者の約120万人のうち、
主婦や厚生年金加入者を除く77万4000人が、高齢期に生活保護を受けることになると想
定する。さらに、辻明子「老後貧困リスクと社会的コスト」『年金と経済』37巻 3 号
（2018年）29頁以下も参照。
（15）　駒村康平、「総論　高齢者向け所得保障制度の課題―公的年金と生活保護を中心とし
て―」『年金と経済』37巻 3 号（2018年） 7 頁。
（16）　稲森公嘉「公的年金制度による所得保障と高齢者の『貧困』」『年金と経済』37巻 3 号
（2018年）12頁、16頁、嵩さやか「貧困・低所得化する高齢者」『論究ジュリスト』27号
（2018年）56頁以下。
（17）　Nullmeier, Die Sozialstaatsentwicklung im vereinten Deutschland. Sozialpolitik der Jahre 1990 
bis 2014, in: Mausch/Spellbrink/Becker/Leibfried （Hg.）, Grundlagen und Herausforederungen 
des Sozialstaates, Denkschrift 60 Jahre Bundessozialgerichts, Bd. 1, 2014, S. 181ff..
（18）　Greiner, Sozialrecht-Arbeitsrecht-Steuerecht:austauschbare Insturumente sozialstaatlicher 
Risikoallokation?, VSSR 2018, 251, 253.
（19）　Greiner, ebenda.
（20）　Greiner, ebenda.
（21）　後藤道夫「日本の最低賃金は、なぜこれほど低いのか？」福祉国家構想研究会、前掲
書、10頁。
（22）　浅倉むつ子「雇用管理区分差別の合理性」『日本労働研究雑誌』701号（2018年） 1 頁。
（23）　Waltermann, Arbeitsrecht, a. a. O. （Fuß 1）, Rn. 42 u. 42a; ders, Gesetzliche und tarif-
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vertragliche Gestaltung in Niedriglohnsektor, NZA 2013, 1041f..
（24）　厚生労働省『平成28年パートタイム労働者総合実態調査の概況』（2017年）20頁表19
参照。
（25）　年金法における児童養育について、BVerfG Beschluß v. 12.3.1996 E 94, 241, 263f.; BSG 
Urt. v. 18.10.2005 SozR 4⊖2600§56 Nr. 3; BSG Urt. v. 20.7.2017 SozR 4⊖1100⊖Art. 3 Nr. 84 
BSGE 124, 26.
（26）　木下秀雄「本判決の意味と年金行政に求められるもの：いわゆる「四分の三」基準と
厚生年金適用拡大」『労働法津旬報』1874号（2016年） 6 頁以下、川崎航史郎「短時間
労働者の健康保険・厚生年金保険へ加入する権利：四分の三基準にもとづく適用除外の
違法性」『労働法律旬報』1833号（2015年） 8 頁以下。
（27）　40年間の保険期間を欠けることなくみたし、東京での週40時間労働をしてきたと前提
にすれば、当該労働者が約1315円（東京都の住宅扶助の平均額を前提にした場合）から
1431円（住宅扶助の上限を前提にした場合）の時給を得ていないならば、厚生年金を受
給するとしても、年金受給額は、東京で65歳の単身者が受給する生活保護（生活扶助と
住宅扶助）よりも低くなる（上田真理、前掲論文、44頁）。
（28）　Keller/Seifert, Atypische Beschäftigung und soziale Risiken Entwicklung, Strukturen, 
Regulierung, WISO, 2011, S. 11.
（29）　Ruland, a.a. O., DRV 2018, 1ff.. 藤原千沙「日本における『子どもの貧困』問題」『大原
社会問題研究』711号（2018年）46頁も参照。
（30）　年金の現状について、駒村康平、前掲論文、 3 頁以下。2015年厚生労働省の年報によ
ると、男性の基礎年金受給額は 6 万円台にピークが存在するが（66％）、女性は 2 万円
台から 6 万円台に分散している。
（31）　厚生労働省『平成26年度　国民年金被保険者実態調査』（2015年）。
（32）　駒村康平、前掲論文、 6 頁。厚生年金の受給額をみると、全体で平均年金月額が2015
年度末で14．5万円、男性は16．6万円、女性は10万円であり、しかも厚生年金の分布は幅
疲広く分布している男性とは大きく異なっている（ 7 頁図表 4 参照）。
（33）　阿部彩「再考：高齢女性の貧困と人権」『学術の動向』2018年、27頁以下。
（34）　ヴァルターマン、岩佐卓也（訳）「法定最低賃金はなぜ必要なのか？：ドイツにおけ
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る議論」『労働法律旬報』1859号（2016年） 6 頁以下。
（35）　ドイツの労働協約システムについて、名古道功『ドイツ労働法の変容』（日本評論社、
2018年）37頁以下、低賃金労働について、91頁以下参照。
（36）　vgl. Waltermann, Abschied vom Normalarbeitsverhältnis? Welche arbeits- und sozialrechtlichen 
Regelungen empfehlen sich im Hinblick auf die Zunahme neuer Beschäftigungsformen und die 
wachsende Diskontinuität von Erwerbsbiographien? - Gutachten B zum 68. DJT, 2010, S. B 96ff..
おわりに
　「良質の雇用」に従事した者に、将来には厚生年金法による「保険に基づ
く、それをもって収益に依拠した老齢年金期待権」が成立するように、諸条件
を制定する責任は国家にあるだろう（日本国憲法13条、25条、27条 2 項、ドイ
ツ基本法20条 1 項及び 3 項、28条 1 項 1 文）。
　確かに、市民に年金権の実現を目指す国年法が制定され、何らかの年金の受
給可能性はあるが、満額の老齢基礎年金受給権ですら最低生活保障を下回る水
準である。国年法は憲法25条 2 項に規定する理念に基づき生活の安定等の目的
を実現すると定めているため（ 1 条、 2 条）、生活保護法の水準に到達しなく
とも、直ちに25条違反とは解されない（ 1 ）。近時の年金法改正をどのように評価
するとしても、年金と社会手当との組み合わせ、そして最後的手段としての生
活保護などの租税に基づく保障制度に依るという帰結に到るのであれば、結
局、高齢期の貧困がすでに顕在化している日本では、年金法は生活保護制度の
負荷を、少なくとも論理的には増加させる。生活を保障する、「労働による収
益」が得られるという同じ目的の下で労働法と社会保障法が密接に協働しなけ
れば、次世代に負担をおしつけることに歯止めがかからない。
　就労期はもとより、その後にやってくる高齢期も視野に入れ、生活を可能に
する収益（成果）をもたらす労働の前提条件を、だれが整備する責任を負うの
か。ドイツ労働市場改革から15年が経過した現在、生活を保障する被用者年金
期待権に労働がもたらす収益としての位置をあたえる視角に注目したい。労働
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法を考慮しない社会保障法も、社会保障法を考慮しない労働法も、「不適切な
効果」により労働市場を歪める、という立脚点から、日独比較研究をする意義
は大きい。今後の課題にしたい。
（注）
（ 1 ）　堀勝洋「高齢社会における年金」民商法雑誌118巻 4 ＝ 5 号（1998年）502頁以下。
 ―うえだ　まり・東洋大学法学部教授―
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